
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（広島県　平成28年度）

メ
ニュー

①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

安
芸
高
田
市

有
限
会
社
　
向
原
農
園

畜産生
産基盤
育成強
化（鶏
卵）

採卵鶏
100あた
り生産
コスト
を
19.6％
削減

鶏卵生産費
729.45円／100
羽・日

鶏卵生産費
12.88%増加
823.37円／100
羽・日

鶏卵生産費
22.13%増加
890.87円／100
羽・日

鶏卵生産費
16.27％削減
610.79円／100
羽・日

鶏卵生産費
586.82円／100
羽・日

83.2%

採卵鶏
100羽あ
たり生産
コストが
16.27％
削減

畜産生
産基盤
育成強
化（鶏
卵）

採卵鶏
飼養に
おける飼
料要求
率を
1.1714％
向上

飼料要求率
2.0743

飼料要求率
2.59%低下
2.1281

飼料要求率
1.05%低下
2.0960

飼料要求率
1.06％向上
2.0524

飼料要求率
2.0500

90.1%

飼料要求
率が
1.06%向
上

家畜飼養
管理施設

ウインドレ
ス鶏舎
60,928羽
×３棟

505,440,000 210,613,000 294,827,000 H27.6.24

≪生産コスト≫
生産効率の高い新鶏舎が整備さ
れ，生産コストは削減されたもの
の，計画時の見込みより飼料費率
の高い赤鶏種の割合が高かったた
め，鶏卵生産費の約5割を占める飼
料費がかさんだことによって，生
産コスト削減率は16%となった。ま
た，老朽化して生産効率の落ちた
高床式鶏舎での稼働を見合わせた
ため，延べ飼養羽数は目標値に対
して98%となった。今後は計画的な
入雛を行うとともに，飼料費率の
低い鶏種の導入を増やすことで生
産コスト削減を図る。
≪飼料要求率≫
生産効率の高い新鶏舎の整備によ
り，飼料要求率は向上し，概ね目
標を達成した。しかし，延べ飼養
羽数が目標に達しないことに伴い
鶏卵生産量が目標値を下回ったた
め，今後は計画的な入雛を行うと
ともに，飼料費率の低い鶏種の導
入を増やすことで飼料要求率の向
上を図る。

効率の良い新鶏舎の整備
により生産ｺｽﾄは削減さ
れているが，飼料要求率
の高い鶏種の増によるｺｽ
ﾄ高で，生産ｺｽﾄの削減目
標が未達となっている。

また，老朽化に伴い既存
鶏舎の稼働を見合わせた
影響で，飼養羽数及び鶏
卵生産数量が目標未達と
なっている。

今後は，鶏種構成の見直
しと防寒対策により，飼
料要求率を向上させるこ
とでｺｽﾄ削減を図るとと
もに，計画的な入雛によ
る羽数管理を行うことと
しており，関係機関で協
議し，目標達成に向けた
指導を行う。

86.7%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月
日

達成率
目標値

（平成28年）
目標値

（平成28年）達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成24年）

１年後
（平成26年）

都道府県平均
達成率

施設整備に係る各目標数値は未達であるが，今後の改善により目標達成が見込まれ，事業実施による効果があると認められる。

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

事業実施後の状況①

３年後
（平成28年）

１年後
（平成26年）

２年後
（平成27年）

成果目
標の具
体的な
内容①

負担区分（円）

成果目標
の具体的
な実績②

事業実施主体の評価

３年後
（平成28年）

都道府県の評価

２年後
（平成27年）

計画時
（平成24年）

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②


